Ⅰ．具体的な取り組み項目

２．労働組合としての活動

（５）外国人技能実習制度、特定技能の適正な運用

①外国人材の生命の安全と人権の保障、適正な賃金・労働諸条件と良好な職場環境・生活環境の確保に向けた労働組合としての働きかけ
労働組合として、定期的に地方出入国在留管理局・支局の受入れ環境調整担当官、外国人技能実習機構地方事務所・支所との情報交換・意見交換を行っていく。外国人技能実習生、特定技能外国人の死亡・失踪、監理団体や登録支援機関、受け入れ企業による不正行為の状況、賃金・労働諸条件、職場環境・生活環境、そしてコロナ禍において、安易な解雇が行われていないかなども含め確認していく。

背景説明
2021年10月末の厚生労働省「外国人雇用状況」によれば、外国人労働者数は前年比0.2％増の1,727,221人となっています。東北、中国、四国地方では減少傾向ですが、関東、東海地方などは増加傾向となっています。一方、このうち技能実習生は351,788人で前年比12.6％減とすべての都道府県が前年比で減少しています。また留学生は全体で前年比12.7％減ですが、富山、大阪、高知では３割程度減となっています。
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外国人技能実習制度については、法務省の「技能実習制度の運用に関するプロジェクトチーム」の報告書（2019年３月）でも明らかなように、外国人技能実習生の死亡・失踪、監理団体や受け入れ企業による不正行為が数多く発生しています。2017年の新しい制度発足以降も、団体監理型技能実習生の不法残留者は増加の一途をたどっています。
2019年11月、出入国在留管理庁は、「失踪技能実習生を減少させるための施策」を発表しましたが、失踪の主な原因を、賃金の不払いなど受け入れ企業側の不適正な取り扱いや、入国時に支払った費用の回収など技能実習生側の経済的な事情にあるとの認識に立って、
・失踪者を出した送出機関、監理団体、受け入れ企業に対し、帰責性などを踏まえて技能実習生の新規受け入れを停止。
・送出国におけるブローカー対策を促すなど、二国間取り決めに基づく対応の強化。
・失踪技能実習生を雇用した企業名の公表の検討。
・技能実習生からも処遇状況についてヒアリング。
・在留カード番号などを活用した不法就労の摘発の強化。
などを行うことにしています。地方出入国在留管理局・支局の受入れ環境調整担当官、外国人技能実習機構地方事務所・支所に対し、労働組合として強く問題意識を示していくことが、外国人材の生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働諸条件、良好な職場環境・生活環境の確保にとって不可欠となっています。
なお、これらの諸機関が労働組合との情報交換・意見交換に応じない場合、必要な情報が提供されない場合には、金属労協本部に連絡します。
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2019年４月、新たな在留資格「特定技能」が導入されました。中小・小規模事業者をはじめとする人手不足の深刻化に対応するため、生産性向上や国内人材の確保のための取り組みを行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業分野において、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていくことになっており、現在、14分野（介護、ビルクリーニング、素形材産業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業）で就労が認められています。対象産業（特定産業分野）として認められるためには、行われてきた生産性向上や国内人材確保のための取り組み、受け入れの必要性などを明示していく必要がありますが、実際にはほとんど根拠が示されていない産業も含まれています。2021年12月末時点で、受け入れは49,666人（前年同月比34,003人増）とコロナ禍にあっても増加傾向が続いており、拙速に導入された制度によって外国人材に関する歪みがさらに拡大しないよう、労働組合として監視していくことが重要です。
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項　　　目 2017年 2018年 2019年 2020年

監督指導 5,966 7,334 9,455 8,145

　労働基準関係法令違反 4,226 5,160 6,796 6,796

　　労働時間 1,566 1,711 2,035 1,275

　　安全基準 1,176 1,670 1,977 1,974

　　割増賃金の支払 945 1,083 1,538 1,261

　　賃金台帳 448 450 1,089 493

　　賃金の支払 526 480 1,061 842

　　就業規則 551 596 843 720

　　労働条件の明示 541 517 732 559

　　衛生基準 473 556 708 608

　　健康診断 477 497 654 441

　　最低賃金の支払 92 178 469

　　法令等の周知 342 341 382 320

　　寄宿舎の安全基準 148 144 162

資料出所：厚生労働省資料より金属労協政策企画局で作成。

資料30　外国人技能実習生の実習実施者

　　　に対する監督指導
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機械金属 2,652 1,740 安全基準 衛星基準 労働時間

65.6% 722 407 354

食料品製造 1,386 972 安全基準 労働時間 割増賃金

70.1% 446 246 202

繊維・衣類 577 389 割増賃金 労働時間 賃金の支払

67.4% 110 90 76

建設 1,122 888 割増賃金 安全基準 賃金の支払

79.1% 272 240 210

農業 306 225 賃金の支払 安全基準 労働条件の明示

73.5% 69 66 35

合　計 8,124 5,752 安全基準 労働時間 割増賃金

70.8% 1,974 1,275 1,261

資料出所：厚生労働省資料より金属労協政策企画局で作成。
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資料31　主な業種別、外国人技能実習生の実習実施者に対する監督指導(2020年)
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技能実習の実施に関するもの 1,579

実習内容が計画と異なっていたもの 420

実習時間数が計画と異なっていたもの 802

計画に記載されている機械・器具・設備を使用していなかったもの 15

従事させる業務が適切でないもの 208

実習場所が計画と異なっていたもの 134

技能実習を実施する体制・設備に関するもの 858

技能実習生に対する指導体制が不十分であったもの 562

生活指導員が適切に選任されていなかったもの 72

技能実習指導員が適切に選任されていなかったもの 127

技能実習責任者が適切に選任されていなかったもの 86

技能実習生の人数枠が基準を満たしていないもの 11

技能実習生の待遇に関するもの 4,258

宿泊施設の不備（私有物収納設備，消火設備等の不備等）に関するもの 2,700

食費，居住費，水道・光熱費等の技能実習生が負担する金額が適正でなかったもの 174

計画どおりの報酬が支払われていなかったもの 407

残業代が適切に支払われていなかったもの 970

報酬の額が日本人と同等以上でなかったもの 7

帳簿書類の作成・備え付けに関するもの 902

各種管理簿を適切に作成・備付けしていなかったもの 902

届出・報告に関するもの 1,166

軽微変更届を適正に提出していなかったもの 1,037

実習実施届を適正に提出していなかったもの 12

技能実習実施状況報告を適正に提出していなかったもの 117

技能実習生の保護に関するもの 41

在留カード・旅券を預かっていたもの 25

貯蓄の契約をさせ，又は貯蓄金を管理する契約をしていたもの 8

私生活の自由を不当に制限していたもの 8

8,804

合　　　計

資料32　実習実施者における内容別の違反指摘件数(2020年度）

違　反　の　内　容

(注)1.14,970の実習実施者に対する実地検査による。具体的な違反の内容は、主要なもののみ。

　　2.資料出所：外国人技能実習機構資料より金属労協政策企画局で作成。
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項　目 特定技能１号 特定技能２号 都道府県 人数 都道府県 人数 都道府県 人数 都道府県 人数

在留期間 北海道 2,013 神奈川 2,509 大　阪 2,646 福　岡 1,974

青　森 174 新　潟 428 兵　庫 1,976 佐　賀 326

岩　手 282 富　山 480 奈　良 272 長　崎 431

宮　城 495 石　川 527 和歌山 140 熊　本 1,065

技能水準 試験等で確認 秋　田 56 福　井 305 鳥　取 132 大　分 425

山　形 110 山　梨 443 島　根 179 宮　崎 283

福　島 384 長　野 986 岡　山 971 鹿児島 620

茨　城 2,757 岐　阜 1,326 広　島 1,944 沖　縄 438

栃　木 1,057 静　岡 1,470 山　口 386未定･不詳 0

群　馬 1,647 愛　知 4,536 徳　島 227

埼　玉 2,863 三　重 1,259 香　川 911

千　葉 3,225 滋　賀 570 愛　媛 753

東　京 2,510 京　都 927 高　知 228 総　数 49,666

資料出所：法務省

家族の帯同

対象 対象外

資料出所：ＪＩＴＣＯ

資料34　特定技能１号在留外国人数（2021年12月末現在） 資料33  特定技能のポイント
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前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

全国計1,727,221 0.2351,788△ 12.6267,594△ 12.7三 重 30,391 1.1 9,009△ 14.9 1,281△ 14.0

北海道 25,028 △ 1.3 12,223 △ 8.8 2,199△ 10.4滋 賀 20,881 4.3 4,267△ 13.6 552△ 19.8

青 森 3,861 △ 5.0 2,256△ 12.3 201 △ 4.7京 都 21,356 △ 0.9 4,863 △ 9.5 3,466△ 16.4

岩 手 5,225 △ 3.4 2,831△ 16.9 359 12.5大 阪111,862 △ 4.921,498 △ 6.722,665△ 30.4

宮 城 13,415 △ 2.8 3,919△ 11.2 3,984 △ 8.6兵 庫 45,558 2.510,974△ 12.0 8,968 3.0

秋 田 2,233 △ 7.0 1,074△ 20.7 140 0.0奈 良 6,403 6.5 2,537 △ 3.7 640 12.5

山 形 4,427 △ 6.7 2,175△ 17.6 120 8.1和歌山 3,390 8.8 1,390 △ 2.0 166 7.8

福 島 9,527 △ 4.3 3,750△ 17.1 947△ 10.5鳥 取 2,968 △ 8.7 1,493△ 15.9 236 △ 9.2

茨 城 43,340 9.8 14,351 △ 6.1 3,030 5.4島 根 4,592 4.2 1,754△ 13.5 237 19.1

栃 木 29,236 5.9 7,227△ 13.0 1,797 0.5岡 山 20,584 2.2 8,566△ 10.9 3,095 3.6

群 馬 46,449 4.5 9,416 △ 8.0 5,634 △ 7.2広 島 36,547 △ 3.115,001△ 14.4 5,365 0.0

埼 玉 86,780 6.2 15,404△ 15.7 13,217 4.2山 口 8,932 △ 1.5 3,659△ 13.1 1,248 △ 5.2

千 葉 68,155 1.5 13,952△ 11.4 11,255△ 19.8徳 島 4,777 △ 4.2 2,675△ 15.3 366 11.6

東 京 485,382 △ 2.3 21,032 △ 8.1114,952△ 14.0香 川 9,955 △ 4.5 5,221△ 16.8 732 △ 9.2

神奈川 100,592 6.5 12,900 △ 8.2 10,019 △ 8.0愛 媛 9,569 △ 8.3 5,912△ 16.3 303 △ 1.0

新 潟 10,262 △ 1.6 3,778△ 13.3 1,339 △ 3.0高 知 3,391 △ 2.4 2,053 △ 7.1 161△ 28.1

富 山 11,467 △ 4.7 5,305△ 15.4 214△ 35.2福 岡 53,948 △ 1.813,004△ 13.217,794△ 10.5

石 川 10,606 △ 0.8 4,738△ 14.8 1,263 8.5佐 賀 5,391 △ 7.4 2,508△ 18.0 1,101△ 16.8

福 井 10,524 1.8 3,865△ 17.7 326 4.5長 崎 5,782 △ 6.4 2,532△ 13.0 895△ 21.7

山 梨 9,208 10.1 1,880 △ 5.6 563 11.0熊 本 13,013 0.7 7,734 △ 9.0 716 △ 5.4

長 野 20,714 4.3 5,679△ 19.8 744△ 21.9大 分 7,313 △ 3.7 3,528△ 11.3 1,176△ 17.3

岐 阜 34,998 0.2 12,373△ 15.4 1,748△ 14.5宮 崎 5,236 △ 5.1 3,419△ 11.9 402△ 22.2

静 岡 66,806 1.6 13,067△ 17.8 4,172 3.4鹿児島 8,880 1.4 5,494 △ 6.3 331△ 28.4

愛 知 177,769 1.5 36,834△ 16.8 15,930 △ 9.1沖 縄 10,498 △ 2.7 2,668△ 11.8 1,545△ 25.6

資料出所：厚生労働省

資料28　外国人雇用状況（2021年10月末）

うち留学

うち技能実習

都道

府県

全在留

資格計

都道

府県

全在留

資格計

うち技能実習

うち留学
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62,818 65,270 66,498 74,167 82,892 82,868 73,327

42,478 44,167 44,592 47,399 51,239 50,092 46,899

5,904 6,518 6,914 9,366 12,427 13,079 9,186

うち団体監理型１年目

2,439 2,741 2,894 4,015 5,309 5,722 3,979

　　　　　　　２､３年

3,413 3,748 3,988 5,318 7,048 7,229 5,095

　　　　　　　４､５年

－ － 0 0 43 98 82

1,633 1,910 2,286 4,224 5,688 5,904 5,560

3,422 3,807 4,100 4,708 5,543 5,041 3,616

3,433 3,287 3,092 2,946 2,687 2,608 2,506

5,948 5,581 5,514 5,524 5,308 6,144 5,560

2019年

1月1日

(注)1.「留学」には、不法残留となった時点での在留資格が「就学」であった者も含まれる。

　　2.資料出所：法務省資料より金属労協政策企画局で作成。

2020年

1月1日

2021年

1月1日

2021年

7月1日

資料29　在留資格別の不法残留者数の推移

日本人の配偶者等

その他

総　数

短期滞在

技能実習

特定活動

留　学

在留資格

2016年

1月1日

2017年

1月1日

2018年

1月1日


